【様式例15】

株式譲渡契約書
〇〇〇〇（以下「甲」という。）と□□□□（以下「乙」という。）は、甲が所有する株式会社△△△（法人番号●●●●。以下「丙」という。）の株主の地位、又は権利を表章する有価証券である株券（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものとして法務省令で定めるものをいう。）を含む。）（以下「本株式」という。）を乙に譲渡することにつき、次のとおり契約を締結する。
（目的）

第１条　甲は、本株式を乙に売り渡し、乙はこれを買い受ける。
（譲渡対象物）
第２条　譲渡対象物は、本株式●●●株の全株とする。
（譲渡代金）
第３条　本株式の１株当たりの譲渡価額は金●●●●円とし、総額は金●●●●円とする。
（譲渡代金の支払）
第4条　乙は、本契約締結と同時に、甲から第２条の譲渡対象物の引渡しを受け、それと引き換えに第３条の譲渡代金●●●●円を甲に支払うものとする。
２　甲は、乙と協力して、本契約締結後に乙の氏名及び住所等の株主名簿記載事項を記載することを、遅滞なく丙に請求するものとする。

（役員退職・役員変更）
第５条　甲は、本契約締結時における丙の取締役及び監査役（以下「現役員」という。）の辞任届を本契約締結後、速やかに乙へ提出するものとする。
２　甲は、丙へ臨時株主総会の招集を請求するとともに、本契約締結日に開催される臨時株主総会において、以下の議案を承認可決しなければならない。
一　現役員が取締役及び監査役を辞任すること
二　乙が指定する者を新たに取締役及び監査役として選任すること
３　前項の臨時株主総会の開催及び決議につき、甲及び現役員が一切の異議を申し出ないことを、甲は乙に確約するものとする。
（甲の保証）
第６条　甲は、本契約に関して次の各号の事項を、乙に保証するものとする。
一　甲が、乙に提出した貸借対照表が本契約締結日における財産状況を正しく表示しており、その記載内容に誤りがないこと。
二　本契約締結日において、貸借対照表記載の負債以外の負債がないこと。
三　本契約締結日において、本株式に質権等の担保権その他の権利が設定され、又は負担が設定されていないこと。
四　本契約締結日において、何らの訴訟も係属しておらず、かつ、本契約締結日以前に生じた事由が原因となり将来損害賠償の請求を受ける紛議又はそのおそれがないこと。
五　本契約締結日以前において、税務申告届が適正になされ、また公租公課が適正に納付されていること。
六　丙所有の不動産は、本契約締結日において末尾表示の不動産のとおりであること。
七　末尾表示の不動産について、担保権・用役権・負担等の完全なる所有権の行使を妨げる権利等が存在しないこと。
（協力義務）
第７条　甲は、本契約締結日以前の事案につき、乙又は第三者から説明等を求められた場合は、誠実に協力して対応するとともに、現役員に協力させるものとする。
２　甲は、乙が末尾表示の不動産の測量・境界確認・建物賃貸借について立会いや説明等を求められた場合は、誠実に協力して対応するとともに、現役員に協力させるものとする。
（協議事項）
第８条　本契約に定めなき事項や解釈上の疑義が生じた場合には、互いに信義誠実の原則に則り、甲及び乙が協力して、温和な解決に向け努力するものとする。
（管轄裁判所）
第９条　本契約に関して万一紛争が生じたときは、▲▲地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
本契約締結の証として本書２通を作成のうえ、甲及び乙が記名押印し、甲及び乙が各１通を保持することとする。
●●年●●月●●日

甲　住所　
氏名　〇〇〇〇
乙　住所　
氏名　□□□□　
【不動産の表示】
１　土地
所在　▲▲市▲▲町▲▲丁目
地番　▲▲番▲▲
地目　農地 

地積　▲▲平方メートル 

２　建物

所在　▲▲市▲▲町▲▲丁目▲▲番▲▲号 

家屋番号　▲▲番 

種類　鶏舎
構造　鉄骨造スレート葺き

床面積 １階　▲▲．▲▲平方メートル　２階　▲▲．▲▲平方メートル
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